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目 的 

陸奥湾西湾に位置する久栗坂実験漁場における漁場環境（水温、餌料）とホタテガイ成育状況をもとに

平成 25 年度に開発したホタテガイ成長予測モデル（以下、久栗坂初期モデルと呼ぶ） 1)について、陸奥湾

内の他地区のデータをもとに検証するとともに、精度向上のための改良を行う。 

 

材料と方法 

1. 久栗坂実験漁場のホタテガイ成長予測モデルの更新 

久栗坂初期モデルへ平成 25～27 年度に久栗坂実験漁場で収集したデータを追加して、各年の稚貝分散

時の殻長、12 月～翌年 3 月の青森ブイ水深 15ｍ層の平均水温、10 月～翌年 3 月の水深 10ｍ層のクロロ

フィル a 量を説明変数とし、翌年 4 月のホタテガイ 1 年貝の全重量を目的変数として重回帰式を求めた。 

2. 他地区のデータによる検証 

(1) 川内実験漁場におけるデータ収集 

陸奥湾東湾に位置する川内実験漁場のデータによる検証を行うため、平成 27 年 9 月 4 日の稚貝分散時

に、目合 3 分のパールネットに 1 段当り 15 枚の稚貝を収容し、平成 28 年 4 月 5 日に回収して、全重量

等を測定した。稚貝分散時にはパールネットに収容した 30 個体の殻長等を測定した。養殖施設にはメモ

リー式温度計（Onset Computer 社、HOBO WaterTempPro V2）を設置して、平成 27 年 12 月 1 日～平成 28

年 3 月 31 日の間、1 時間間隔で水温を記録した。平成 27 年 10 月から平成 28 年 3 月まで各月 2 回、バ

ンドーン採水器を用いて水深 15m から採水し、ガラス繊維ろ紙（ワットマン GF/F フィルター、孔径 0.7μm）

を用いて試水 1L をろ過した後、フィルターの残渣をアセトンで抽出し、蛍光法によりクロロフィル a

量を測定して、その濃度を求めた。 

(2) 漁業者の養殖施設におけるデータ整理 

陸奥湾西湾に位置する蓬田村及び東湾に位置する平内町小湊の漁業養殖施設のデータによる検証を行

うため、海面養殖業高度化事業 2～ 10）の調査結果から秋の稚貝分散時の殻長と収容密度、翌春のホタテ

ガイの全重量、12～3 月の水温を整理した。また、ホタテガイ生育環境調査 11～ 12)の調査結果から 10～3

月のクロロフィル a 量を整理した。 

(3) ホタテガイ成長予測モデルによる検証 

久栗坂実験漁場のデータに、川内実験漁場、蓬田村及び平内町小湊の漁業者養殖施設のデータを加え

て、稚貝分散時の殻長、12 月～翌年 3 月の平均水温、10 月～翌年 3 月のクロロフィル a 量を説明変数と

し、翌年 4 月のホタテガイ 1 年貝の全重量を目的変数として重回帰式を求めた。 

 

結果と考察 

1. 久栗坂実験漁場のホタテガイ成長予測モデルの更新 

久栗坂実験漁場における稚貝分散時の殻長、パールネット 1 段当りの収容密度、12 月～翌年 3 月の青

森ブイ水深 15ｍ層の平均水温、10 月～翌年 3 月の水深 10ｍ層のクロロフィル a 量、翌年 4 月のホタテガ

イ 1 年貝の全重量を表 1 に示した。これらのデータから得られた重回帰式（以下、久栗坂改良モデルと

呼ぶ）を以下に示した。Y は全重量、S は分散時殻長、De は収容密度、T は水温、C はクロロフィル a 量
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を示す。 

Y=1.41×S－0.438×De＋4.74×T＋13.9×C-32.7 

重回帰式を用いて計算した 4 月の全重量の実測値と推定値の関係を図 1 に示した。実測値と推定値の

相関係数 r は 0.92 であり、危険率 1％以下で有意な正の相関関係が認められたほか、自由度調整済み決

定係数（補正Ｒ2 乗）は 0.84 で回帰式の当てはまりも良かった。 

表 1. 久栗坂実験漁場における調査結果 

 

  

図 1. 久栗坂改良モデルを用いた久栗坂実験漁場における 4 月

の 1 年貝の全重量の推定値と実測値  

 

2. 他地区のデータによる検証 

川内実験漁場、蓬田村と平内町小湊の漁業者養殖施設における稚貝分散時の殻長、パールネット 1 段

当りの収容密度、12 月～翌年 3 月の平均水温、10 月～翌年 3 月のクロロフィル a 量、翌年 3～4 月のホ

タテガイ 1 年貝の全重量を表 2 に示した。これらのデータを久栗坂改良モデルに追加して、計算した 4

月の全重量の実測値と推定値の関係を図 2 に示した。実測値と推定値の相関係数 r は 0.55 であり、危険

場所 調査年度
秋の分散時

殻長（ｍｍ）

収容密度

(個体/段）

12～3月の平均

水温（℃）

10～3月のクロロ

フィルa（mg/㎥）

4月のホタテガイ全

重量（ｇ/個体）

平成18年度 23.2 15 8.61 1.38 53.3

平成19年度 23.5 15 7.86 0.70 44.0

27.1 15 9.15 0.98 57.3

27.1 40 9.15 0.98 42.6

27.8 15 8.29 0.78 49.3

27.8 40 8.29 0.78 34.8

19.9 15 7.29 0.99 32.7

19.9 40 7.29 0.99 25.9

27.5 15 6.21 1.11 45.7

27.5 40 6.21 1.11 34.4

17.5 15 7.83 0.83 30.0

17.5 40 7.83 0.83 20.1

18.9 15 6.92 0.88 31.4

18.9 40 6.92 0.88 25.4

20.4 15 8.65 0.86 46.7

20.4 40 8.65 0.86 36.4

25.8 15 9.00 0.72 61.8

25.8 40 9.00 0.72 46.0
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率 5％以下で有意な正の相関関係が認められたものの、自由度調整済み決定係数（補正Ｒ2 乗）は 0.22

と低かった。 

表 2. 川内実験漁場、蓬田村と平内町小湊の漁業者養殖施設における調査結果 

 

 

図 2. 久栗坂改良モデルを用いた久栗坂実験漁場（○）、川内実験漁場（□）、蓬

田村（▲）と平内町小湊（■）の漁業者養殖施設における 4 月の 1 年貝の全重

量の推定値と実測値 

 

3. ホタテガイ成長予測モデルの改良 

前述のとおり、漁業者データの久栗坂改良モデルへの当てはまりが悪いことが分かったが、これは、

漁業者の分散時期が 11～12 月と実験漁場より遅いこと、翌春の測定が 3 月と実験漁場より早いことなど

が原因と考えられた。このため、以下のとおり説明変数、目的変数の見直しを行った。 

①分散日にバラツキが見られるため、9 月 1 日から分散日までの日数を計算し、説明変数に追加した。 

②翌春の測定月日にバラツキが見られるため、久栗坂実験漁場における平成 18～27 年度の 3～4 月の

15 枚/段と 40 枚/段の全重量から日間成長量を求め、全ての地区と年度のデータを 4 月 1 日における

全重量に補正した。 

場所 調査年度
秋の分散時
殻長（ｍｍ）

収容密度
(個体/段）

12～3月の平均
水温（℃）

10～3月のクロロ
フィルa（mg/㎥）

4月のホタテガイ全
重量（ｇ/個体）

川内 平成27年度 27.1 15 6.75 0.89 63.2

平成19年度 23.4 14 8.70 0.58 24.6

平成20年度 21.0 24 9.49 1.09 27.5

平成21年度 22.6 17 9.01 1.02 26.3

平成22年度 18.3 25 7.64 1.42 21.7

平成23年度 29.7 16 6.60 0.80 26.6

平成24年度 28.1 27 8.55 0.58 14.5

平成25年度 22.5 18 7.18 0.79 14.3

平成26年度 18.8 27 9.30 1.09 30.3

平成27年度 24.1 26 9.66 0.42 35.0

平成22年度 13.0 12 6.43 1.26 24.5

平成23年度 21.2 24 4.81 0.65 29.3

平成24年度 18.1 16 6.70 0.80 14.2

平成25年度 28.3 21 6.00 0.66 18.5

平成26年度 31.1 31 7.67 0.61 31.7

平成27年度 24.9 20 8.18 0.66 42.6
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③収容密度はこれまで分散時の収容枚数を用いていたが、翌春の測定時における生貝と死貝の合計か

ら 1 段当たりの収容枚数を求めて用いることとした。 

久栗坂実験漁場、川内実験漁場、蓬田村と平内町小湊の漁業者養殖施設における再計算後の結果につい

て表 3 に示した。これらのデータから得られた重回帰式（以下、陸奥湾全湾モデルと呼ぶ）を以下に示し

た。Y は全重量、S は分散時殻長、De は収容密度、Da は 9 月 1 日から分散までの日数、T は水温、C はクロ

ロフィル a 量を示す。 

Y=1.24×S－0.304×De－0.392×Da＋6.58×C＋0.782×T＋18.4 

重回帰式を用いて計算した 4 月の全重量の実測値と推定値の関係を図 3 に示した。実測値と推定値の

相関係数 r は 0.87 であり、危険率 1％以下で有意な正の相関関係が認められたほか、自由度調整済み決

定係数（補正Ｒ2 乗）は 0.72 で回帰式の当てはまりも良かった。 

表 3. 久栗坂・川内実験漁場、蓬田村と平内町小湊の漁業者養殖施設における調査結果（再計算後） 

 

 

 

 

 

場所 年度
秋の分散時
殻長（ｍｍ）

収容密度
(個体/段）

9月1日から分散
までの日数（日）

10～3月のクロロ
フィルa（mg/㎥）

12～3月の平
均水温（℃）

4月のホタテガイ全
重量（ｇ/個体）

平成18年度 23.2 15.0 28 1.38 8.61 52.5

平成19年度 23.5 15.0 20 0.70 7.86 43.0

27.1 15.0 30 0.98 9.15 56.9

27.1 40.0 30 0.98 9.15 42.2

27.8 15.0 29 0.78 8.29 48.1

27.8 40.0 29 0.78 8.29 33.6

19.9 14.7 68 0.99 7.29 31.9

19.9 43.0 68 0.99 7.29 25.1

27.5 15.3 42 1.11 6.21 45.1

27.5 37.0 42 1.11 6.21 33.8

17.5 11.7 39 0.83 7.83 29.0

17.5 44.0 39 0.83 7.83 19.1

18.9 13.7 36 0.88 6.92 31.2

18.9 39.0 36 0.88 6.92 25.2

20.4 15.7 28 0.86 8.65 45.3

20.4 38.0 28 0.86 8.65 35.0

25.8 17.3 16 0.72 9.00 61.0

25.8 32.5 16 0.72 9.00 45.2

川内 平成27年度 27.1 15.0 3 0.89 6.75 62.4

平成19年度 23.4 13.9 39 0.58 8.70 28.2

平成20年度 21.0 23.6 38 1.09 9.49 30.7

平成21年度 22.6 16.5 30 1.02 9.01 28.1

平成22年度 18.3 24.7 54 1.42 7.64 26.8

平成23年度 29.7 15.5 64 0.80 6.60 27.4

平成24年度 28.1 27.0 104 0.58 8.55 15.5

平成25年度 22.5 17.7 76 0.79 7.18 16.9

平成26年度 18.8 27.4 53 1.09 9.30 25.8

平成27年度 24.1 25.7 49 0.42 9.66 35.9

平成22年度 13.0 11.6 42 1.26 6.43 28.8

平成23年度 21.2 24.3 52 0.65 4.81 29.9

平成24年度 18.1 16.1 73 0.80 6.70 18.2

平成25年度 28.3 20.5 76 0.66 6.00 21.1

平成26年度 31.1 30.9 78 0.61 7.67 29.3

平成27年度 24.9 19.6 53 0.66 8.18 44.2
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図 3. 陸奥湾全湾モデルを用いた久栗坂実験漁場（○）、川内実験漁場（□）、蓬

田村（▲）と平内町小湊（■）の漁業者養殖施設における 4 月の 1 年貝の全重

量の推定値と実測値 

陸奥湾全湾モデルについて、標準化したデータを用いて標準偏回帰係数を求めたところ、目的変数に与

える説明変数の影響は、9 月 1 日から分散までの日数（-0.689）、分散時殻長（0.436）、収容密度（-0.253）、

クロロフィルａ量（0.121）、水温（0.075）の順に大きいことが分かった。 

4. 今後の課題 

陸奥湾全湾モデルについては、久栗坂改良モデルよりも漁業者データの当てはまりが良くなったものの、

以前として実測値が推定値を大きく下回るケースが見られる。特に漁業者養殖施設で顕著であることから、

今回、解析した項目以外の要素、例えば稚貝分散から翌春の測定時までの冬季波浪や流れがホタテガイの

成長に影響を及ぼしている可能性がある。 

これについては、メモリー式加速度計やメモリー式流速計を養殖施設に設置して、幹綱や養殖篭の上下

動や流れのデータを収集し、説明変数として追加することにより、解析できるものと考えられる。 
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